
ＭＴ映像ディスプレイ株式会社ほか５社に対する審決について 

（テレビ用ブラウン管の製造販売業者らによる価格カルテル事件） 

 

平成２７年５月２９日 

公 正 取 引 委 員 会  

 

公正取引委員会は，被審人ＭＴ映像ディスプレイ株式会社ほか５社（注１）（以下「被

審人ら」という。）に対し，別表１の「審判手続開始日」欄記載の日に，それぞれ審

判手続を開始し，以後，審判官をして審判手続を行わせてきたところ，平成２７年５

月２２日，被審人ＭＴ映像ディスプレイ及びサムスン・エスディーアイに対し，独占

禁止法の一部を改正する法律（平成２５年法律第１００号）による改正前の独占禁止

法（以下「独占禁止法」という。）第６６条第３項及び第４項の規定に基づき，排除

措置命令を取り消すとともに，当該排除措置命令時までに独占禁止法第３条の規定に

違反する行為があり，かつ，当該排除措置命令時において既に当該行為がなくなって

いると認められる旨の審決を，被審人ＭＴ映像ディスプレイ・インドネシア，被審人

ＭＴ映像ディスプレイ・マレーシア，被審人ＭＴ映像ディスプレイ・タイ及び被審人

サムスン・エスディーアイ（マレーシア）に対し，独占禁止法第６６条第２項の規定

に基づき，審判請求を棄却する審決を，それぞれ行った（本件各審決書については，

当委員会ホームページの「報道発表資料」及び「審決等データベース」参照）。 
 

（注１） 別表１参照。以下，被審人らの名称は同表の「略称」欄記載の略称による。 

 

１ 被審人らの概要 

  別表１の「事業者名」，「本店所在地」及び「代表者」欄記載のとおり。 

 

２ 被審人らの審判請求の趣旨 

  別表２のとおり。 

 

３ 主文の内容 

⑴ ＭＴ映像ディスプレイグループ関係（平成２２年（判）第２号ないし第５号事

件） 

ア 被審人ＭＴ映像ディスプレイ関係 

(ｱ) 被審人ＭＴ映像ディスプレイに対する平成２１年１０月７日付け排除措

置命令（平成２１年（措）第２３号）を取り消す。 

(ｲ) 被審人ＭＴ映像ディスプレイが，被審人ＭＴ映像ディスプレイ・インドネ

シアほか２社（注２）を含む１０社と共同して，遅くとも平成１５年５月２２

日頃までに（ただし，被審人ＭＴ映像ディスプレイ・マレーシアは遅くとも

平成１６年２月１６日までに，被審人ＭＴ映像ディスプレイ・タイは遅くと

も同年４月２３日までにそれぞれ後記合意に加わったものである。後記⑵イ

において同じ。），別表３記載の事業者（以下「我が国ブラウン管テレビ製 

  

問い合わせ先  公正取引委員会事務総局官房総務課審決訟務室 

電話 ０３－３５８１－５４７８（直通） 

ホームページ  http：//www.jftc.go.jp/ 
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造販売業者」という。）が同表の「東南アジア地域の製造子会社，関連会社

又は製造委託先会社の所在国」欄記載の国に所在する当該事業者の製造子会

社，関連会社又は製造委託先会社（以下「現地製造子会社等」という。）に

購入させるテレビ用ブラウン管（注３）について，おおむね四半期ごとに次の

四半期における現地製造子会社等向け販売価格の各社が遵守すべき最低目

標価格等を設定する旨合意した行為は，独占禁止法第２条第６項に規定する

不当な取引制限に該当し，同法第３条の規定に違反するものであり，かつ，

上記合意は，平成１９年３月３０日になくなっていると認める。 

イ 被審人ＭＴ映像ディスプレイ・インドネシアほか２社関係 

被審人ＭＴ映像ディスプレイ・インドネシアほか２社の各審判請求をいずれ

も棄却する。 
 

（注２） 被審人ＭＴ映像ディスプレイ・インドネシア，被審人ＭＴ映像ディスプレイ・マレーシア及び被

審人ＭＴ映像ディスプレイ・タイの３社をいう。以下同じ。 

（注３） 次に掲げるテレビ用ブラウン管（ただし，日本ビクター株式会社の現地製造子会社等が平成１７

年５月１日以降に，三洋電機株式会社の現地製造子会社等が平成１８年１０月１日以降に購入した

ものを除く。）をいう。 

一 １４インチサイズの丸型管 

二 ２０インチサイズの丸型管 

三 ２１インチサイズの丸型管 

四 ２１インチサイズの平型管であって「インバー」と称されるもの 

五 ２１インチサイズの平型管であって「エー・ケー」と称されるもの 

 

 ⑵ 被審人サムスン・エスディーアイ関係（平成２２年（判）第６号） 

  ア 被審人サムスン・エスディーアイに対する平成２１年１０月７日付け排除措

置命令（平成２１年（措）第２３号）を取り消す。 

  イ 被審人サムスン・エスディーアイが，被審人サムスン・エスディーアイ（マ

レーシア）を含む１０社と共同して，遅くとも平成１５年５月２２日頃までに，

特定ブラウン管について，おおむね四半期ごとに次の四半期における現地製造

子会社等向け販売価格の各社が遵守すべき最低目標価格等を設定する旨合意

した行為は，独占禁止法第２条第６項に規定する不当な取引制限に該当し，同

法第３条の規定に違反するものであり，かつ，上記合意は，平成１９年３月

３０日になくなっていると認める。 

 

 ⑶ 被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）関係（平成２２年（判）第７

号事件） 

   被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）の審判請求を棄却する。 

 

４ 本件の経緯 

⑴ 平成２２年（判）第２号ないし第５号事件 

平成２１年１０月 ７日   排除措置命令及び課徴金納付命令  

１１月 ６日   排除措置命令又は課徴金納付命令につき審判  

請求 

平成２２年 １月２７日   審判手続開始 

３月 ９日   第１回審判 

     ↓ 

平成２５年 ７月１１日   第１８回審判（最終意見陳述を終了） 
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平成２６年 ４月 １日まで 審決案送達 

４月１５日まで 異議申立て及び直接陳述の申出 

 ７月１８日   直接陳述の聴取 

平成２７年 ５月２２日   排除措置命令を取り消し，当該排除措置命令時

までに独占禁止法第３条の規定に違反する行

為があり，かつ，当該排除措置命令時において

既に当該行為がなくなっていると認められる

旨の審決（被審人ＭＴ映像ディスプレイ）及び

各審判請求を棄却する審決（被審人ＭＴ映像デ

ィスプレイ・インドネシアほか２社） 

 

⑵ 平成２２年（判）第６号事件及び平成２２年（判）第７号事件 

平成２１年１０月 ７日   排除措置命令（注４）（被審人サムスン・エスデ 

ィーアイ） 

課徴金納付命令（注４），（注５） （被審人サムスン・

エスディーアイ（マレーシア）） 

１２月２４日   被審人サムスン・エスディーアイに対し，排除

措置命令書謄本の公示送達に係る手続 

平成２２年 ２月 ５日   被審人サムスン・エスディーアイに対する公示

送達の効力発生（排除措置命令の効力発生） 

 ２月１２日   課徴金納付命令（注６） 

被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）

に対し，課徴金納付命令書謄本の公示送達に係

る手続 

 ３月２７日   被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）

に対する公示送達の効力発生（課徴金納付命令

の効力発生） 

 ４月 ２日   被審人サムスン・エスディーアイから審判請求 

 ５月１２日   被審人サムスン・エスディーアイについて審判

手続開始 

５月２４日   被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）

から審判請求 

 ６月２３日   被審人サムスン・エスディーアイに対する第１

回審判 

７月２６日   被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）

について審判手続開始 

 ９月２８日 被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）

に対する第１回審判 

     ↓ 

平成２５年 ７月１１日   第１９回審判（被審人サムスン・エスディーア

イ〔最終意見陳述を終了〕） 

第１４回審判（被審人サムスン・エスディーア

イ（マレーシア）〔最終意見陳述を終了〕） 

平成２６年 ３月３１日   審決案送達 
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 ４月１４日   異議の申立て及び直接陳述の申出 

 ７月１８日   直接陳述の聴取 

 平成２７年 ５月２２日   排除措置命令を取り消し，当該排除措置命令時

までに独占禁止法第３条の規定に違反する行

為があり，かつ，当該排除措置命令時において

既に当該行為がなくなっていると認められる

旨の審決（被審人サムスン・エスディーアイ） 

審判請求を棄却する審決（被審人サムスン・エ

スディーアイ（マレーシア）） 
 

（注４） 同日，公正取引委員会は，サムスン・エスディーアイ及びサムスン・エスディーアイ（マレーシ

ア）から，平成２１年１０月５日付けで当該２社の国内における全ての代理人の解任を通知する旨

の書面の提出を受けたため，当該２社の国内の代理人に対しては送達を行うことができなかった。 

（注５） 後記５⑶オにおいて，この命令を「平成２１年１０月７日付け課徴金納付命令」と，その命令書

を「平成２１年１０月７日付け課徴金納付命令書」という。 

（注６） 後記５⑶オにおいて，この命令を「本件課徴金納付命令」と，その命令書を「本件課徴金納付命

令書」という。 

 
５ 審決の概要 

⑴ 原処分の原因となる事実 

  被審人らを含む１１社（以下「１１社」という。）は，おおむね四半期ごとに

次の四半期における我が国ブラウン管テレビ製造販売業者が現地製造子会社等

に購入させるテレビ用ブラウン管（以下「特定ブラウン管」という。）の現地製

造子会社等向け販売価格の各社が遵守すべき最低目標価格等を設定する旨を合

意することにより，公共の利益に反して，特定ブラウン管の販売分野における競

争を実質的に制限していた（以下「本件違反行為」という。）。 

  被審人ＭＴ映像ディスプレイ・インドネシアほか２社及び被審人サムスン・エ

スディーアイ（マレーシア）の本件違反行為の実行期間は，独占禁止法第７条の

２第１項の規定により別表４の各被審人に係る「実行期間」欄記載のとおりであ

り，独占禁止法第７条の２の規定により算出された課徴金の額は，別表４の各被

審人に係る「課徴金額」欄記載のとおりである。 

 

⑵ 本件の争点 

ア 本件に独占禁止法第３条後段を適用することができるか否か。（争点１，各

事件共通） 

  イ(ｱ) 被審人ＭＴ映像ディスプレイに対して排除措置を命ずることにつき「特に

必要があると認めるとき」に当たるか否か。（争点２①，平成２２年（判）

第２号事件） 

 (ｲ) 被審人サムスン・エスディーアイに対して排除措置を命ずることにつき

「特に必要があると認めるとき」に当たるか否か。（争点２②，平成２２年

（判）第６号事件） 

ウ 本件の別の違反行為者に対して排除措置を命じていないのに，被審人ＭＴ映

像ディスプレイに対して排除措置を命ずることは平等原則に違反するか否か。

（争点３，平成２２年（判）第２号事件） 

エ 審判手続において，独占禁止法第７０条の１２第２項に基づき，排除措置命

令の取消しを主張することができるか否か。（争点４，平成２２年（判）第２

号事件） 
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オ 本件ブラウン管（注７）の売上額は独占禁止法第７条の２第１項の「当該商品

の売上額」に該当し，課徴金の計算の基礎となるか否か。（争点５，平成２２

年（判）第３号ないし第５号事件及び平成２２年（判）第７号事件） 

カ 本件公示送達は適法になされたか否か。（争点６，平成２２年（判）第６号

事件及び平成２２年（判）第７号事件） 

キ 被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）に対する課徴金納付命令に

関する手続の適法性（争点７，平成２２年（判）第７号事件） 
 

（注７） 我が国ブラウン管テレビ製造販売業者が，テレビ用ブラウン管製造販売業者の中から一又は複数

の事業者を選定し，当該事業者との間で，現地製造子会社等が購入するテレビ用ブラウン管の仕様や

購入数量等について交渉していたところ，この我が国ブラウン管テレビ製造販売業者による選定及び

交渉を経て現地製造子会社等が購入するテレビ用ブラウン管を「本件ブラウン管」という。「本件ブ

ラウン管」は，「特定ブラウン管」と商品の範囲としては同一である。 

 

⑶ 争点に対する判断の概要 

ア 争点１について 

(ｱ) 本件における独占禁止法の適用についての基本的な考え方 

事業者が日本国外において独占禁止法第２条第６項に該当する行為に及

んだ場合であっても，少なくとも，一定の取引分野における競争が我が国に

所在する需要者をめぐって行われるものであり，かつ，当該行為により一定

の取引分野における競争が実質的に制限された場合には，同法第３条後段が

適用されると解するのが相当である。 

 

 (ｲ) 本件における一定の取引分野について 

本件合意は，本件ブラウン管の現地製造子会社等向け販売価格について，

各社が遵守すべき最低目標価格等を設定する旨の合意であり，１１社のした

共同行為が対象としている取引は，本件ブラウン管の販売に関する取引であ

り，それにより影響を受ける範囲も同取引であるから，本件ブラウン管の販

売分野が一定の取引分野であると認められる。 
 

(ｳ) 本件の一定の取引分野における競争が我が国に所在する需要者をめぐっ

て行われるものであったかについて 

認定事実によれば，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者は，現地製造子

会社等が製造したブラウン管テレビを自社又は販売子会社を通じて販売し

ていたほか，現地製造子会社等が製造するブラウン管テレビの生産，販売及

び在庫等の管理等を行うとともにブラウン管テレビの基幹部品であるテレ

ビ用ブラウン管について調達業務等を行い，自社グループが行うブラウン管

テレビに係る事業を統括するなどしていたことが認められる。 

また，上記に加え，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者は，その選定し

た事業者との間で交渉し，本件ブラウン管の購入先及び本件ブラウン管の購

入価格，購入数量等の重要な取引条件を決定した上で，現地製造子会社等に

対して当該決定に沿った購入を指示して，本件ブラウン管を購入させていた

ということができ，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者による交渉・決定

及びそれに基づく指示なくしては，現地製造子会社等が本件ブラウン管を購

入し，受領することはできなかったといえる。 

そうすると，直接に本件ブラウン管を購入し，商品の供給を受けていたの
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が現地製造子会社等であるとしても，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者

の果たしていた上記役割に照らせば，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者

と現地製造子会社等は一体不可分となって本件ブラウン管を購入していた

ということができる。 

さらに，本件合意の内容も併せて考えれば，１１社は，そのグループごと

に，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者との関係において，自社グループ

が購入先として選定されること及び重要な取引条件を競い合う関係にあっ

たということができ，購入先や重要な取引条件の決定者である我が国ブラウ

ン管テレビ製造販売業者は，１１社に対し，そのような競争を期待し得る地

位にあったということができる。 

これらの点を考慮すれば，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者は本件ブ

ラウン管の需要者に該当するものであり，本件ブラウン管の販売分野におけ

る競争は，主として我が国に所在する需要者をめぐって行われるものであっ

たということができる。  

 

   (ｴ) 被審人らの主張に対する判断 

ａ 被審人らの，一定の取引分野の画定は，企業結合規制における場合と同

様に，基本的に需要者からみた代替性の観点から判断すべきとの主張につ

いて 

独占禁止法第２条第６項における「一定の取引分野」は，そこにおける

競争が共同行為によって実質的に制限されているか否かを判断するため

に画定するものであるところ，不当な取引制限における共同行為は，特定

の取引分野における競争の実質的制限をもたらすことを目的及び内容と

しているのであるから，通常の場合，その共同行為が対象としている取引

及びそれにより影響を受ける範囲を検討して，一定の取引分野を画定すれ

ば足りると解される。 

企業結合規制と具体的な行為によって既に生じている競争の実質的制

限が問題となる不当な取引制限とでは性質上の違いがあるのであるから，

それぞれにふさわしい方法で画定すれば足りると解される。 

ｂ 被審人らの，需要者とは商品又は役務の供給を受ける者をいうと解すべ

きところ，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者は本件ブラウン管の供給

を受けていないから，本件ブラウン管の需要者ではない旨の主張について 

本件においては，実際に商品の供給を受ける者とは別に，商品の購入先

を選定し，商品の価格や数量等の重要な取引条件について交渉し，決定し

ている主体が存在するのであるから，当該商品の供給に係る競争が行われ

る取引の実態を踏まえて需要者について検討する必要があるところ，その

実態をみれば，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者が本件ブラウン管の

需要者であると認めるべきことは，前記(ｳ)のとおりである。 

ｃ 被審人らの，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者が本件ブラウン管の

取引条件を決定し，現地製造子会社等に指示して購入させていたことを被

審人らが認識していたわけではないから，本件合意は特定ブラウン管に係

る取引を対象としていたとはいえない旨の主張について 

本件においては，本件合意が対象としていた取引及びそれにより影響を

受ける範囲を検討して一定の取引分野を画定した上，当該一定の取引分野

6 



における競争を実質的に制限していたかどうかが問題なのである。したが

って，本件合意が本件ブラウン管の取引を対象としており，そのことを被

審人らが認識していれば足りるのであって（認定事実によれば，本件合意

が本件ブラウン管の取引を対象としており，そのことを被審人らが認識し

ていたことは明らかである。），それ以上に，特定ブラウン管の定義に用

いられている，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者が取引条件を決定し，

現地製造子会社等に指示して購入させていたことまでを被審人らが認識

していることが必要であるとはいえない。 

ｄ 被審人サムスン・エスディーアイ及び被審人サムスン・エスディーアイ

（マレーシア）の，我が国ブラウン管テレビ製造販売業者が本件ブラウン

管の需要者であるとしても，需要者である我が国ブラウン管テレビ製造販

売業者の所在地は商品である本件ブラウン管が供給される東南アジア地

域であると考えるべきであるから，本件における一定の取引分野に日本が

含まれることにはならない旨の主張について 

需要者の所在地を商品が供給される場所によって決するとの考え方は，

結局のところ，需要者とは商品の供給を直接受ける者であるとの見解と同

旨であり，その判断は前記ｂのとおりである。 

 

(ｵ) 競争の実質的制限について 

１１社は，本件合意により，本件ブラウン管の価格をある程度自由に左右

することができる状態をもたらしたといえるから，１１社は，本件合意によ

り，本件における一定の取引分野である本件ブラウン管の販売分野における

競争を実質的に制限したと認めることができる。 

 

(ｶ) まとめ 

一定の取引分野である本件ブラウン管の販売分野における競争が主とし

て我が国に所在する需要者をめぐって行われるものであったと認められ，か

つ，本件合意により当該一定の取引分野における競争が実質的に制限された

と認められることから，本件に独占禁止法第３条後段を適用することができ

るものというべきである。 

 

イ 争点２について 

(ｱ) 争点２①について 

認定事実によれば，被審人ＭＴ映像ディスプレイが，本件排除措置命令時

において，自ら又はＢＭＣＣ（注８）を除く子会社若しくは関連会社に対する

指示及び管理を通じて本件違反行為と同様の違反行為を再び行うおそれが

あったと認めることはできない。また，本件排除措置命令時における，世界

的なテレビ用ブラウン管の需要の状況，被審人ＭＴ映像ディスプレイのテレ

ビ用ブラウン管の製造販売事業からの撤退の状況，同被審人並びにその子会

社及び関連会社の中で唯一テレビ用ブラウン管の製造販売事業を正式に廃

止していなかったＢＭＣＣの人員体制及び稼働状況，その出資持分の譲渡に

関する手続の進行状況等からすると，同被審人が，ＢＭＣＣの出資持分の譲

渡を撤回するとは考え難い。仮に何らかの事情でＢＭＣＣの出資持分の譲渡

が実現しなかったとしても，ＢＭＣＣは，被審人ＭＴ映像ディスプレイ・イ
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ンドネシアほか２社とは異なり，被審人ＭＴ映像ディスプレイの子会社とは

認められず，本件違反行為にも関わっていなかったことや，ＢＭＣＣがテレ

ビ用ブラウン管の生産を再開し得るような客観的状況にはなく，同社の輸出

販売用のテレビ用ブラウン管の在庫も僅かであったことからすると，同被審

人が，将来，ＢＭＣＣに対する指示及び管理を通じて本件違反行為と同様の

違反行為を再び行うおそれがあったと認めることもできない。 

また，本件全証拠によるも，本件違反行為の結果が残存しており競争秩序

の回復が不十分であったとは認められない。 

したがって，被審人ＭＴ映像ディスプレイに対し本件排除措置を命ずるこ

とについて「特に必要がある」と認めることはできない。 

なお，本件排除措置命令時において我が国ブラウン管テレビ製造販売業者

が本件ブラウン管の需要者であったと認めることには疑問があり，そのよう

な観点からみても，本件排除措置を命ずることについて「特に必要がある」

と認めることはできない。（注９） 

 

（注８） 中華人民共和国に所在する，被審人ＭＴ映像ディスプレイが出資持分の５０パーセントを

有し，代表取締役董事を含む董事の半数を同被審人の関係者が占めていた北京・松下ディス

プレイデバイス有限会社をいう。 

（注９） 上記の判断により，第２号事件について排除措置命令を取り消すこととしたため，同事件

について排除措置命令を前提とする争点３及び４については，判断を行う必要がなくなった

ものである。 

 

   (ｲ) 争点２②について 

本件ブラウン管については，本件排除措置命令時において，我が国ブラウ

ン管テレビ製造販売業者が需要者であったと認めることに疑問がある上，被

審人サムスン・エスディーアイ及びその子会社である被審人サムスン・エス

ディーアイ（マレーシア）が本件違反行為と同様の行為を共同で行うことが

可能なテレビ用ブラウン管製造販売業者が存在していたと認めることがで

きないこと等の事情に照らせば，被審人サムスン・エスディーアイが我が国

ブラウン管テレビ製造販売業者との関係において本件違反行為と同様の行

為を行うおそれがあったとまでは認められない。 

     また，本件合意が消滅してから本件排除措置命令までに約２年６か月が経

過していることや本件排除措置命令時におけるテレビ用ブラウン管の需要

の状況及び被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）ほか７社（１１

社のうち，本件ブラウン管を製造していた８社をいう。）の状況を考慮する

と，本件違反行為の結果が残存していたのか，秩序を回復すべき競争自体が

残存していたのかが不明であるから，「当該違反行為の結果が残存しており

競争秩序の回復が不十分である場合」に当たると認めることも困難である。 

     したがって，被審人サムスン・エスディーアイに対し本件排除措置を命ず

ることについて，「特に必要がある」と認めることはできない。 

 

  ウ 争点５について 

本件ブラウン管が本件違反行為の対象商品の範ちゅうに属する商品であっ

て，違反行為である相互拘束を受けたものであることは明らかである。したが

って，本件ブラウン管は独占禁止法第７条の２第１項の「当該商品」に当たる

から，独占禁止法及び私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律施行令
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（昭和５２年政令第３１７号）第５条に基づき算定された本件ブラウン管の売

上額が課徴金の計算の基礎となる。 

 

  エ 争点６について 

独占禁止法第４９条第６項又は第５０条第４項の規定による審判請求に基

づく審判手続は，原処分の適法性及び相当性を再審査する手続である。 

原処分に係る命令書謄本の送達が適法になされたか否かは原処分の効力発

生の有無に関する問題であって，原処分自体の適法性や相当性には関係がない

から，第６号事件及び第７号事件に係る審判手続において本件排除措置命令の

公示送達の違法性を主張することは失当というほかない。 

なお，本件公示送達は適法になされたものと認められる。 

 

オ 争点７について 

   (ｱ) 本件課徴金納付命令をするに際して，事前手続が適法に行われたか否かに

ついて 

     公正取引委員会が平成２１年４月７日に被審人に通知した課徴金納付命

令書案は，課徴金納付命令番号，納期限及び作成日付が空欄であり，課徴金

の額に１万円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てることを定めた

独占禁止法の条文（以下「端数切捨てに関する条文」という。）が本件課徴

金納付命令書と異なるが，名宛人の名称，所在地及び代表者名，納付すべき

課徴金の額，課徴金に係る違反行為並びに課徴金の計算の基礎（端数切捨て

に関する条文を除く。）は本件課徴金納付命令書と同一である。公正取引委

員会は，この課徴金納付命令書案を前提に，被審人に意見陳述及び証拠提出

の機会を与え，更に被審人の申出に基づいて事前説明を行った上で本件課徴

金納付命令をしたのであるから，事前手続制度の趣旨に照らしても，本件課

徴金納付命令について所定の事前手続を経たものといえる。 

 

(ｲ) 本件課徴金納付命令は公正取引委員会委員長及び委員の合議によるもの

といえるか否かについて 

    ａ 公正取引委員会委員長及び委員４名は，平成２１年９月２８日までに，

被審人サムスン・エスディーアイ（マレーシア）に対して，本件違反行為

を理由に課徴金１３億７３６２万円を納付するよう命ずることと，課徴金

納付命令書の謄本を発する日から３月を経過した日を課徴金の納期限と

することを合議の上決定したものであるから，平成２１年１０月７日付け

課徴金納付命令と違反行為及び課徴金額が同一で，実質的には納期限のみ

を変更したものといえる本件課徴金納付命令は，上記の合議による意思決

定に基づいてなされたものということができる。 

      なお，平成２１年１０月７日付け課徴金納付命令書と本件課徴金納付命

令書とでは，端数切捨てに関する条文が異なっているが，これは独占禁止

法の平成２１年法律第５１号による改正により，同法第７条の２の中の項

の番号が変更されたことによるものであり，実質的に同一の条文を適用し

たものであるから，この点を理由に，本件課徴金納付命令について公正取

引委員会委員長及び委員が改めて合議をする必要があったとはいえない。 

    ｂ 本件課徴金納付命令書には，平成２１年９月２８日までに行われた合議
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に出席した委員のうち１名の記名押印がない。しかし，独占禁止法には，

合議に参加した審判官が審決案に署名押印することに支障がある場合に

他の審判官が審決案にその事由を付記して署名押印すべきことを定める

審判規則（注１０）第７４条第３項のような規定がないことに鑑みると，合議

に出席した公正取引委員会委員が課徴金納付命令書作成時までに退任し

た場合には，これに記名押印できないのはやむを得ないことであり，また，

その旨の付記も要求されていないのであるから，これらのことをもって，

課徴金納付命令の効力に影響を及ぼすような瑕疵があるとはいえない。 
 

（注１０） 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う

公正取引委員会関係規則の整備に関する規則（平成２７年公正取引委員会規則第２号）

による廃止前の公正取引委員会の審判に関する規則（平成１７年公正取引委員会規則第

８号）をいう。 

 

(ｳ) 本件課徴金納付命令は平成２１年１０月７日付け課徴金納付命令と重複

して違法となるか否かについて 

被審人が本件課徴金納付命令と重複して違法であると主張する平成２１

年１０月７日付け課徴金納付命令書は被審人に送達されておらず，効力が発

生していないから，被審人には具体的な不利益は生じておらず，これを理由

に本件課徴金納付命令が違法であるとはいえない。    
 

６ 少数意見の付記について 

  平成２２年（判）第２号ないし第５号事件及び平成２２年（判）第７号事件の審

決については，委員小田切宏之の少数意見（補足意見）が付記されている。 
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（別表１） 

 

事業者名 略称 本店所在地 代表者 審判手続開始日 

ＭＴ映像ディスプレイ

株式会社 
ＭＴ映像ディスプレイ 

大阪府門真市松生町１番１５

号 
代表取締役 

久米 基夫 

平成２２年１月２７日 

ピーティー・エムティ

ー・ピクチャー・ディ

スプレイ・インドネシ

ア 

ＭＴ映像ディスプレイ・ 

インドネシア 

インドネシア共和国 ブカシ

カブパテン スラタン チカ

ラン ケカマタン スカレス

ミ デサ イージェイアイピ

ー インダストリアル パー

ク プロット３－Ｇ カワサ

ン 

清算人 

家垣 吉孝 

エムティー・ピクチャ

ー・ディスプレイ（マ

レーシア）・エスディ

ーエヌ・ビーエイチデ

ィー 

ＭＴ映像ディスプレイ・ 

マレーシア 

マレーシア セランゴール 

ペタリング ジャヤ ４７４

００ デマンサラ ジャヤ 

エスエス ２２／２１ ジャ

ラン セカンドフロアー ６

０ ６２ アンド ６４ ウ

ィスマ ゴシェン 

清算人 

ユー・サウ・イ

ン 

エムティー・ピクチャ

ー・ディスプレイ（タ

イランド）・カンパニ

ー・リミテッド 

ＭＴ映像ディスプレイ・ 

タイ 

タイ王国 ノンタブリ プロ

ビンス アンファー ムアン

 ノンタブリ タンボル タ

ラナン ムー ６ ナンバー

８１／３ 

清算人 

チョムマニー 

・カンカム 

サムスン・エスディー

アイ・カンパニー・リ

ミテッド 

サムスン・エスディーア

イ 

大韓民国 キョンギド ヨン

インシ キフング コンセロ

１５０－２０（コンセドン） 

代表理事 

パク・サンジン 
平成２２年５月１２日 

サムスン・エスディー

アイ（マレーシア）・

ビーイーアールエイチ

エーディー 

サムスン・エスディーア

イ（マレーシア） 

マレーシア ネゲリ センビ

ラン ダルール クサス ７

１４５０ スンガイ ガドゥ

ッ カワサン ペルインドス

トリアン トゥアンク ジャ

ファー ロット ６３５＆６

６０ 

チャン テ 

ウン 
平成２２年７月２６日 
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（別表２） 

 

事業者名 審判事件番号 審判請求の趣旨 

ＭＴ映像ディスプレイ 平成２２年（判）第２号 
平成２１年（措）第２３号排除措置命令の

取消しを求める。 

ＭＴ映像ディスプレイ・インドネシア 平成２２年（判）第３号 
平成２１年（納）第６２号課徴金納付命令

の取消しを求める。 

ＭＴ映像ディスプレイ・マレーシア 平成２２年（判）第４号 
平成２１年（納）第６３号課徴金納付命令

の取消しを求める。 

ＭＴ映像ディスプレイ・タイ 平成２２年（判）第５号 
平成２１年（納）第６４号課徴金納付命令

の取消しを求める。 

サムスン・エスディーアイ 平成２２年（判）第６号 
平成２１年（措）第２３号排除措置命令の

取消しを求める。 

サムスン・エスディーアイ（マレーシ

ア） 
平成２２年（判）第７号 

平成２２年（納）第２３号課徴金納付命令

の取消しを求める。 

（注）各被審人の事業者名は，別表１の「略称」欄記載の略称による。 
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（別表３） 

 

事業者名 東南アジア地域の製造子会社，関連会社又は製造委託先会社の所在国 

オリオン電機株式会社 タイ王国（製造委託先会社） 

三洋電機株式会社 インドネシア共和国（製造子会社） 

シャープ株式会社 
インドネシア共和国，タイ王国，フィリピン共和国，マレーシア（製造子会

社又は関連会社） 

日本ビクター株式会社 
シンガポール共和国，タイ王国，ベトナム社会主義共和国（製造子会社又は

関連会社） 

船井電機株式会社 タイ王国，マレーシア（製造子会社） 
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（別表４） 

（注１）各被審人の事業者名は，別表１の「略称」欄記載の略称による。 

（注２）「排除措置命令」及び「課徴金納付命令」欄の「－」は，当該命令を受けていないことを表す。 

 

 

事業者名 排除措置命令 

課徴金納付命令 

実行期間 課徴金額 

ＭＴ映像ディスプレイ 平成２１年（措）第２３号 ― 

ＭＴ映像ディスプレイ・イ

ンドネシア 
― 

平成２１年（納）第６２号 

平成１６年３月３０日 

～平成１９年３月２９日 
５億８０２７万円 

ＭＴ映像ディスプレイ・マ

レーシア 
― 

平成２１年（納）第６３号 

平成１６年４月１日 

～平成１９年３月２９日 
６億５０８３万円 

ＭＴ映像ディスプレイ・タ

イ 
― 

平成２１年（納）第６４号 

平成１６年７月１日 

～平成１９年３月２９日 
５億６６１４万円 

サムスン・エスディーアイ 平成２１年（措）第２３号 ― 

サムスン・エスディーアイ

（マレーシア） 
― 

平成２２年（納）第２３号 

平成１６年３月３０日 

～平成１９年３月２９日 
１３億７３６２万円 
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